別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　　項：農業費　　　目：農業振興費
	事業名:市町村農業委員会交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　農政部　農村振興課　農地利用調整担当　電話番号：058-272-1111（内2667）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：111,000千円（前年度予算額：111,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


・　農業委員会は、地方自治法及び農業委員会に関する法律の規定に基づき、各市町村に行政機関として設置されている。公職選挙法を準用した選挙によって選ばれた農業委員を中心に構成される合議体の行政委員会である。
・　所掌事務は多岐にわたり、農地法をはじめ農業経営基盤強化促進法、農業振興地域の整備に関する法律等の各種法令業務やその他任意業務を遂行している。

　＜農業委員会の業務＞
　　①　法令に基づく必須の業務（農業委員会法第6条第1項）
　　　農地法や農業経営基盤強化促進法などの法律に定められた規定に基づき、農業委員会でなければできない業務。例えば、農地の権利移動に関する許可業務、農地の転用に関する申請書の受理、県知事への送付及び意見書の添付等がある。
　　②　法令に基づく任意の業務（農業委員会法第6条第2項）
　　　この業務は、農業委員会の専属的権限として処理する仕事ではないため、関係者に対して権利を制限したり、義務を課すような法的拘束力はないが、地域農業の振興を図るうえで重要な業務である。例えば、農業生産、農業経営及び農民生活に関する調査研究や、農業及び農民に関する情報提供が挙げられる。
　　③　意見の公表、建議及び諮問に対する答申（農業委員会法第6条第3項）
　　　農業者の公的代表機関としての性格から、地区内の農業及び農業者に関する事項について、意見を公表したり、他の行政庁に建議し、またはその諮問に応じて答申する業務。　

・　本事業は、農業委員会法第2条に基づき、農業委員手当、農業委員会職員設置費、農地調査・農地基本台帳整備費の財源として国より交付される農業委員会交付金を、農業委員会設置市町村に配分するものである。
	２　所要経費


　111,000千円
　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

農業従事者の減少に対応するために
	２　これまでの取組状況


　国より交付された農業委員会交付金を、県内42市町村（全市町村）に配分した。(H23実績)
	３　これまでの取組に対する評価


　農地法関係事務（農地の権利移動、転用他）等各種法令業務や農地の集積等に係る任意業務を担当する農業委員会の事務運営の遂行・円滑化に資することができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	111,000
	111,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	111,000
	111,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


